
カントリーレポート 
ジェンダー主流化政策のための行政官セミナー 

 
国名  : マラウイ 中央アフリカ 
氏名  : Joseph Kondwani Horace Kazima; jskazima@yahoo.co.uk 
職業  : 主席女性・開発担当官(ジェンダー主流化) 
所属組織 : 女性・青少年・地域開発省 女性問題部門 
 
基本情報 

マラウイ共和国は 1891 年にイギリスのニヤサランド保護領として建国され、1964 年に“炎”

を意味するマラウイとして独立した。マラウイはその景観の美しさや魅力的な国民性から“アフ

リカの温かい心”(the Warm Heart of Africa)と称される。 
現大統領ビング・ワ・ムタリカは 2004 年 5 月に選出された。 
マラウイは中央アフリカに位置し、タンザニア、ザンビア、モザンビークと国境を接する。人

口は 13,013,926、その面積は 118,480km2 (45,745 平方マイル)で、大地溝帯に位置し“マラウイ湖”
として知られる長さ 350km にも及ぶ淡水の湖を擁する。 

 
私の職務 

私は主席女性・開発担当官でジェンダー主流化を担当し以下の業務を遂行している:  
• 官民及び市民社会部門に対する政策・プログラム・協定・指針・手続きなどの調整・開

発・見直し・採択・普及 
• あらゆるレベルにおける国のジェンダー制度の強化及び実施 
• ステークホルダー、研修機関、大学、開発パートナーとの協働によりあらゆるレベルに

おけるジェンダー予算計上及び主流化能力向上取組みの推進 
• 適切なプログラム、キャンペーン、提唱活動の開発及び実施を通してジェンダー主流化

に向けての取組みを促進・調整する 
• 国内における男女共同参画への取組みのベストプラクティスの監視・情報伝達・情報共

有・記録についてアフリカ連合や各国と調整・促進する 
• 計画・研究局との協働のもと男女共同参画への取組みについての研究実施・評価・報告

の促進  
•  

男女共同参画推進に向けた主な政策 
• 平等の原則を謳うマラウイ憲法 24(2)条及び権利章典 
• 社会開発の柱におけるジェンダーをサブテーマとした包括的政策文書としてのマラウイ

成長開発戦略(MGDS) 
• 公平で持続可能な開発に向けた開発プロセスにおけるジェンダーの主流化を目的とする

国家ジェンダー政策及びそのプログラム 
• 農業部門ジェンダー・HIV・AIDS 政策など、各部門におけるジェンダー政策 

 
障害となっている事柄 

マラウイのジェンダー主流化の妨げとなっている問題を以下に述べる： 
1. 政策実施における不備。大変優れた政策はあるものの、効果的に実行されていないケー

スがある。 
2. リーダーシップは男性の領域であるとする信条や慣行を存続させる固定観念的な態度、

また政治的暴力が女性の参画を制限していること。 
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3. 殆どの部門における政策・プロジェクト・予算におけるジェンダー主流化実現のための

能力不足。 
 
研修で習得したこと 
多様なセミナーや様々な国からの研修員により多様な知識を得ることができた。本セミナーによ

り国家ジェンダープログラム実施におけるより良い調整ができる。  

アクションプラン (1 年間) 

タイトル: マラウイ国家予算におけるジェンダー主流化の拡大 

目標: 計画・予算担当官の能力向上によりジェンダー向け予算計上を図る 

対象地区: Lilongwe (中央レベル); Blantyre (地方議会); Mangochi (地方議会); Salima (地方議会); 
Mzuzu (地方議会) 

活動 

1.0 無償労働についての研究実施 と国内総生産(GDP)への潜在的寄与 

2.0 財務省との会議においてジェンダー予算計上イニシアチブへの支援を要請する 

3.0 各部門のジェンダー計画・予算担当官対象にジェンダー予算計上についての 5 日間の研修

を実施する 

4.0 地方議会計画・予算担当官対象にジェンダー予算計上についての 5 日間の研修を実施する 

5.0 財務議会委員会の委員対象にジェンダー予算計上についての 1 日オリエンテーションを実

施する 

6.0 ジェンダーフォーカルポイントオフィサー及び計画・予算担当官との見直し・計画会議

を四半期毎に開催する 

期待される成果 

1.0 女性・男性・男子・女子に恩恵をもたらすジェンダー配慮予算 

2.0 計画・予算担当官のジェンダーに対する意識向上 

実施機関: 女性・青少年・地域開発省 / 財務省及び国家統計局 / 開発計画・協力省 

対象グループ: 公的部門担当官 - ジェンダーフォーカルポイントオフィサー(50 人)、中央(100 人)
及び地方(64 人)の計画・予算担当官、計画・予算局長(50 人)、財務議会委員会の委員(15 人) 

 


